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１．はじめに
　本書は，3名の静岡大学に所属する研究者
と 3名の静岡県職員，計 6名による著作であ
る。大学が地域貢献をより強く求められるよ
うになった昨今，大学と都道府県職員あるい
は地域の研究機関との共同研究あるいは共著
という形で研究成果出版も多くなっている。
静岡大学では土居英二編（2009）において熱
海市，静岡県，静岡総合研究機構との共同研
究が，遡れば土居英二・浅利一郎・中野親徳
編（1996）でも県や地域のシンクタンクとの
共同研究が行われており，大学の研究におけ
る地域連携ではすでに蓄積がある。また，同
じ大学に所属する異分野の研究者たちが共同
研究・執筆を行うという意味でも，静岡大学
では日本評論社「はじめようシリーズ」のほ
か，上原信博編（1977）や静岡大学税制研究
チーム（1990）等の研究が行われてきている。
本書は，こうした静岡大学の過去の研究成果
の直接の後継本というわけでないが，その成
果・精神を受け継いだ本であると言っていい
だろう。

２．本書の構成と概要
　本書の概要を章別に簡単に振り返ってみよ
う。
　まず，序章では，地域経済に関する事実確
認として 3つの事実が示される。
事実 1：人口の成長と県内総生産の成長との
間には相関がある，事実 2：域際収支と県民
所得には相関がある，事実 3：観光による経
済成長はあまり期待できない。このような事
実を踏まえ，本書で考察する 2つの主要問題
が提起される。第 1に経済成長の原動力は何
かという問題，第 2に人口の変化が経済成長
に与える効果という問題である。
　第一部基本編として，第 1章から第 5章ま
での章が割かれている。
　第 1章静岡県経済の長期的な推移では，静
岡県の特徴として「全国の 3％，10位の経済
圏」であること，第 1次産業の農産物として
茶，メロン，ミカンなどの生産，カツオ漁獲
量，マグロ輸入量などが全国一位であること，
製造業の比重が大きい地域であると述べられ
ている。また，経済構造の特徴として県内総
生産に占める移出の割合の高さが指摘されて
いる。地域経済と産業政策との関係では，
1960年頃の国家的産業政策であった繊維な
どの軽工業や製紙，木材など素材産業から，
重化学工業へシフトする動きには乗れなかっ
たが，その後輸送機械や医薬品類を中心とす
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る化学工業など高い生産額を生む分野へシフ
トし，県製造業全体として高い成長を実現し
てきたとしている。また，地域ごとの産業構
造変化が歴史的経過を踏まえ記述されている。
東部・伊豆地域では，東名高速道路や工業団
地の整備により首都圏の拡大という形でトヨ
タ自動車富士研究所等が立地してきたこと，
県立静岡がんセンターを中心とした医療・健
康関連産業の振興策による民間企業の立地，
富士山の豊富な地下水を利用した富士の製紙
業，東海道線丹那トンネル開通による伊豆半
島全体が観光地化したこと，その後旅行形態
の変化や日本における交通網の整備により伊
豆半島の優位性が失われ観光客数が伸び悩ん
だことが述べられている。中部地域では，浅
間神社の造営に携わった職人たちの技術が受
け継がれ，漆器，指物，家具といった技術に
よって漆器や塗り下駄の生産が行われたこと，
家具の一つ鏡台生産から鏡を使用した自動車
用バックミラー製造に転換した村上開明堂に
ついて紹介されている。また，木製品製造技
術を生かした木製模型，そして模型産業の発
達とプラスチックモデルへの転換によるタミ
ヤ等プラモデル産業の集積が紹介されている。
西部地域では，明治期の綿織物とその織機の
製造，また地元産木材の製材から木工機械や
楽器製造などへの展開，戦中の軍需工業化を
経て，戦後には，機械製造やオートバイなど
の輸送用機械の製造などの発展が述べられて
いる。また「テクノポリス法」の制定に伴う大
規模工業団地の整備と企業の移転や文部科学
省知的クラスター創生事業の指定によるオプ
トロニクスクラスターとしての取り組みなど
歴史的条件に加え産業政策の影響についても
紹介されている。
　第 2章需要主導型モデルでは，需要主導型
モデルの教科書的な説明に加え，高度成長期
に高かった静岡県の乗数効果が近年低下して
いる理由として，県の産業構造が製造業から
サービス業中心に変化したことで波及経路が

短くなったこと，海外からの部品調達が増え
乗数効果が海外に漏出してしまうからといっ
た考察が加えられている。
　第 3章基盤産業の把握では，LQ法と呼ばれ
る特化係数法を使った基盤産業把握方法の解
説とそれを使った実証分析が行われている。
分析として1960年から60年間の産業別就業
者数のデータを使い，静岡県の第一次産業の
特化係数が高度成長期に低下したもののその
後上昇に転じていること，第三次産業の特化
係数は 1を上回ったことがない一方，第 2次
産業の特化係数は終戦直後より 1を上回りそ
の後も上昇を続けていることから，製造業が
盛んな県であることを示している。また2010

年の市町村分析では焼津市の漁業の特化係数
が極めて高く，そのまま受け取れば漁業が圧
倒的な基盤産業であると理解されるが，焼津
市における漁業の就業者構成比は同市の製造
業の就業者構成比に比べかなり小さい。これ
は，特化係数法において焼津市における就業
者の「量的大きさ」が反映されていないこと
が原因であるとし，標準化を用いた合成指標
によれば，焼津市の 1位の製造業，2位の漁
業が基盤産業と把握されるとしている。続い
て生産力の観点からも基盤産業把握を試みて
おり，国勢調査の「産業分類」を国民経済計算
の「経済活動分類」へ組み換え，オープンデー
タとして得られない市町村の生産額について
は静岡県の就業者 1人当たり生産額を経済活
動別就業者数に乗じて推計し，合成指標を求
めている。その結果，就業者ベースでは製造
業についでランキングされることの多かった
卸売・小売業がサービス業に入れ替わってい
ることを指摘している。最後に，通常の特化
係数が「自足率」の低い産業をも基盤産業（移
出産業）と判定してしまう問題を修正するた
めに中村良平氏によって提案された修正特化
係数について紹介し，考察を加えている。そ
れによれば，国の産業連関表の自足率を市町
村レベルで適用する場合，各市町村の自足率
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が一定と仮定していること，またその自足率
を就業者の特化係数に利用する場合，市町村
の産業別労働生産性が一定と仮定しているこ
と，以上のような点を留意して数値をみる必
要があることが指摘されている。
　第 4章供給主導型モデルでは，新古典派モ
デルによる教科書的な説明が行われている。
　第 5章シフト・シェア分析では，地域経済
分析においてしばしば用いられるシフト・
シェア分析の紹介とそれを用いた実証分析と
なっている。シフト・シェア分析では，地域
の就業者数の変化を，全国成長要因と差異シ
フトと比例シフトに分けている。この方法を
浜松に適用し，差異シフトが近年マイナスで
あることを明らかにしている。また，地域間
比較を行うため変化率によって各要因を，全
国成長率と相対的差異シフトと相対的比例シ
フトに分け，伊豆半島地域では一貫して差異
シフトがプラスであるが，観光関連を中心と
したサービス業に特化しているため比例シフ
トがプラスであること，製造業へ特化してい
る西部地域はサービス経済化という全国動向
に反しているため比例シフトが概ねマイナス
であるものの，差異シフトがプラスに働いて
いるため全国平均より高い成長を示している
ことなどを明らかにしている。さらに，Heij-

man and Schipper（2010）の議論を用いて比例
シフトがプラスの地域は核地域，比例シフト
がマイナスで差異シフトがプラスの地域は波
及を受ける地域，両シフトともマイナスの地
域は周辺地域に区分し静岡県の各市町村と全
国の都道府県の 1960年から 2010年の変化を
類型化している。結果として，県内では，東
部の沼津市や行政上の拠点の静岡市が核地域
から周辺地域へと変化していること，工業都
市浜松は1970年代以降，核となる地域になっ
ていないこと，2005年から 2010年では熱海
だけが核地域となっていることが示された。
全国では1960年代に関東では，東京，神奈川
だけが核地域であったが埼玉，千葉がそれに

加わることで東京圏が成立していく過程が，
中部ではまず静岡がついで愛知が核地域から
外れたことが示されている。
　第二部応用編として，第 6章から終章まで
があてられている。
　第 6章労働の域内移動では，移動選択指数，
移動効果指数により，静岡市から隣接する市
町村に労働の流出が大きいこと，静岡市と交
流率の高い藤枝市，焼津市で静岡市との流出
入が不均衡になっていることが示された。ま
た数量化Ⅳ類を用いて第 1 及び第 2 固有ベ
クトルの各要素をクラスター分析によって分
類した結果，志太榛原地区及び中東遠地区が
各々中部地域と西部地域に吸収され自立した
経済圏を形成していないこと，伊豆地域が 3

つの経済圏に分離され伊豆地域全体で 1つの
経済圏を形成していないことが示された。
　第 7章人口の社会移動分析では，住民基本
台帳を用いた分析で，全国及び静岡での社会
移動の主体は15歳から29歳を中心とする若
年層であること，転入・転出超過率の変動パ
ターンのクラスター分析で静岡県は地方中
核・大都市周辺型に分類され若年層の転出は
多い一方，大都市圏から転入もある程度は見
込めることなどが示された。また，静岡県の
東京都・神奈川県との転入・転出について有
効求人倍率との相関が高く就職という労働需
要の大きさが人口移動の原因になっているの
ではないか，一方愛知県に対しては人口一人
当たり県内総生産との相関が高いため総合的
な地域力の差が人口移動の原因ではないか，
といった問題が提起されている。
　第 8章産業連関モデルによる基盤産業の把
握では，通常用いられる影響力係数・感応度
係数・生産誘発係数に加え，現実の経済とあ
る産業が存在しないと仮定した仮想的経済と
の生産誘発係数の差によってその産業の重要
度を測る総合連関指標によって経済の主要産
業を特定している。その上で，総合連関指標
が平均以上，かつ影響力係数が 1以上，移出
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による生産誘発係数が平均以上の産業を基盤
産業であると判定している。結果，パルプ・
紙・木製品，化学製品，電気機械，輸送機械
の 4産業が 2005年の静岡県における基盤産
業と判定された。第 3章の特化係数法による
基盤産業把握では，域内生産額比や就業者比
率を用いた判定であったが，産業連関表を用
いた基盤産業把握では域内経済間の部門間相
互依存関係を踏まえた判定になるため，域内
生産額が必ずしも大きくなくとも中間財生産
を通じ域内生産物の移出をサポートするよう
な産業の場合，基盤産業と判定されうるとし
ている。
　第 9章システムダイナミックスでは，人口
動態，需要サイド（民間最終消費，民間総資
本形成，公的資本形成，政府最終消費，移出，
輸出や移輸入），供給サイド（労働力，資本ス
トック）の各要素をとれ入れた地域SD（シ
ステムダイナミックス）モデルを構築し，人
口減少局面における静岡県の将来県内総生産
や一人当たり県内総生産，1次～ 3次産業の
将来の生産額の推計を行っている。結論とし
ては，人口減少になってもしばらくの間は人
口一人当たり所得が高い成長を示す可能性が
示されている。
　終章では，ここまでの章を踏まえ，政策的
提言が行われる。需要面からみた経済成長で
は，民間消費 Cを増加させる政策として所得
税の減税や地産地消の促進が，民間投資 Iの
拡大に対しては企業誘致や新産業の創出が，
移出 Xの増加のため域外では品質や価格の
面で供給できない財を育てていく必要性が提
言されている。観光産業においては，波及効
果が期待できる反面，観光需要においては波
があること，富士山静岡空港や新東名など新
たな交通インフラの利活用が観光需要創出に
重要である点が述べられている。産業基盤を
生かした経済成長として，乗数効果の重要性
を強調する一方，その漏出に注意しつつ地域
の産業基盤を生かすべきであることが述べら

れる。また，静岡県において 90年代行以降，
製造業の就業者比率が減少する脱工業化が実
質所得の低迷を伴ったマイナスの意味で進行
しており，企業の海外への転出を引きとどめ
ることも重要であると述べられている。産業
と人口においては，地域の就業者と人口には
強い関係があることから，人口を増やすため
には基盤産業の就業者数を増加させるような
産業振興策が必要であるとしている。供給面
からみた経済成長では，技術進歩を高めるた
め産業集積を生かした技術開発の重要性や，
資本蓄積が十分でない第一次産業は，公的資
金を使った技術開発の重要性が述べられてい
る。高等教育の充実では，静岡県の大学等高
等教育機関の学生収容力は全国的にみても低
く，多くの学生が首都圏や愛知県に進学のた
め転出するとし，大規模地震対策や海洋資源
活用など静岡県の特性を生かす方向で産官学
が協力し大学教育を充実させるべき点が提言
されている。最後に，女性の活躍推進につい
ては，静岡県において育児をしている有業女
性の比率が全国的にみても低いことから，働
きながら育児・子育てができる環境づくりの
重要性が提言されている。

３．本書の特徴と評価
　以上，本書の概要を簡単に振り返ってきた
が，評者から若干コメントさせて頂きたい。
　まず，本書の特徴としては，本文中にもあ
るように，元来は地域経済研究を専門として
いない研究者と仕事上の要請で地域経済の分
析に関わるようになった県職員たちによる共
同執筆であることがあげられる。このことに
より，本書は，地域経済研究として，地域に
おける内在的な問題を長年かけて掘り下げそ
の解決策を探る，あるいは地域経済学として
の固有の問題関心を出発点に研究をすすめる
といった形ではなく，経済理論，経済統計，産
業連関分析，計量経済学といった個々の研究
者が専門とする分野の分析ツールを用いて地



『統計学』第111号 2016年9月

36

域経済の分析にあたるという形をとっている。
この点は，本書の弱点にもなりうるが，経済
学の知識を持つ研究者・実務家が地域分析を
行う上でのまさに“ハンドブック”になりう
るという本書の可能性を示すものであろう。
実際，本書では一般に入手可能な統計データ
を用いて静岡県経済が分析されるが，その手
法は他の都道府県でも容易に適用可能であろ
う。また，本書はMcCann, P. （1990）や山田・
徳岡（2007）など地域経済学の標準的な教科
書を踏まえて記述されているため，学生や一
般市民など初学者が一から地域経済学を学習
する際にも利用できるものとなっている。
　一方，静岡県経済の分析としても，本書は
一定の意義を有するだろう。第 1章は簡潔で
ありながら静岡県経済の特徴を的確に描き出
しているし，第 3章，第 5章では特化係数法，
シフト・シェア分析という標準的な手法を用
いて静岡県の市町村レベルでの基盤産業，成
長要因を明らかにすることに成功している。
第 6章，第 7章では人の静岡県内・県外移動
の状況とその要因を，第 8章では産業連関モ
デルを用いた基盤産業把握方法が提案され，
第 3章の特化係数法では静岡県の基盤産業で
はなかった産業を基盤産業であると把握する
ことで第 3章の議論を補完している。
　一方で評者としては，本書において若干不
足していると感じる点もある。
　第 3章の基盤産業の把握では，部門分類が
多少粗いという印象がある。長い期間の産業
構造変化をみるため国勢調査を用いていると
あるが，反面で部門分類が細分化されていな
いため，多くの静岡県の市町村において単に
製造業が基盤産業と判定されている。静岡県
全体の産業構成変化は長い期間を使い考察し
ているが，市町村では2010年の一時点である
ため，必ずしも国勢調査そして産業分類を経
済活動分類に変換した県民経済計算に拘る必
要はないと感じる。時間的に間に合わなかっ
た可能性があるが，製造業やサービス業に関

しては別途経済センサス等を使い細かい分類
で基盤産業を特定することは可能ではないか
と思う。第 5 章のシフト・シェア分析では，
差異シフトと比例シフトという要因に対して，
各市町村及び各都道府県を核地域，周辺地域，
波及を受ける地域に区分しているが，結果に
対して若干違和感がある。例えば静岡県にお
いて，浜松市が1970年代以降核地域となって
いない一方，熱海市が一貫して核地域となっ
ている，あるいは全国において静岡県だけで
なく愛知県が 90年代以降核地域から外れて
いる等である。実際には，浜松市や愛知県の
製造業（主として輸送機械産業）は静岡県及
び日本経済の牽引役を担っているという感覚
がある。こうした結果になる理由は，比例シ
フト（全国の全体成長率と比較して，全国に
おいて伸びている産業が各地域でどの程度存
在しているか）がプラスの地域が核地域と判
定されるため，全国において伸びている産業
が地域にないとその地域が核地域と判定され
にくいためである。全国における傾向として
は，経済のサービス化を反映してサービス産
業の雇用（生産）が伸びている一方，浜松市や
愛知県の中心となる産業は製造業となるため，
全国全体の傾向とは異なる。しかし，そのこ
とにより該当地域が核地域でないと言えるだ
ろうか。例えば，日本全国の傾向としては製
造業が縮小していたとしても，特定の地域で
は製造業が活発である（縮小していない）と
いうことはありうる。このため，比例シフト
がマイナスというだけで，その地域が核地域
ではないと判定するのは行き過ぎと感じる。
比較対象を全国にせず，静岡県内であれば静
岡県全体，都道府県であれば類似した産業構
造を持つ地域等にするといった選択肢はある
が，いずれにせよ手法としての特徴・限界を
示していると思われるため，“ハンドブック”
としてはこうした点を明記すべきかと思う。
第 8章産業連関モデルによる基盤産業の把握
では，公表データである域内産業連関表を用
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いているが，静岡大学の研究成果として蓄積
がある地域間産業連関表を用いることは出来
なかっただろうか。地域内産業連関表では，
特化係数で考慮できなかった地域内の産業と
産業のつながりを含めて基盤産業を特定でき
るが，移出入が大きい静岡県において他都道
府県との関係を分析できる地域間産業連関表
の分析・紹介があっても良いのではないかと
思う。第 9 章のシステムダイナミックスは，
2030年までの静岡県経済の推計を行ってお
り非常に興味深い内容だが，分析結果の記述
が十分でないと感じる。1人当たり県内総生
産の将来推計として，本文中P185「図9－8は，
JGDEt成長率 1.5％で 2027年度，3.0％では
2019年度をピークに対前年度成長率が減少
傾向にあり，傾きが緩やかになる」とある。図
9－8は第 1次産業の将来推計なので，人口 1

人当たり県内総生産の将来推計が示される図
9－7の間違いではないかと思われるが，図9－7

においても指摘されるような傾向はうまく読
み取れない。また，図9－10の第 3次産業の将
来推計において，不動産業以外の産業は生産
額が変化なしか微減であるのに対し，図9－9

の第 2次産業の将来推計では製造業の生産額

は右肩上がりである。産業別の将来推計は県
の将来像として大変興味深く，この推計では
2030年の静岡県経済は現在以上に製造業の
構成比が高くなるだろう。民間総資本形成や
移出が，一律の全国成長率（1.5％や 3％）を
基にした全国の JGDEtに大きく影響を受け
る形になっていると思われるため，このよう
に製造業が伸びていく結果となっているので
はと考えたが，十分に理解ができなかった。
この推計結果についてはもう少し説明が必要
かと思う。また，第 4章p69で供給主導型を
（export－led）と訳している，あるいは第 5章
の表5－2中の地域と全国の成長率計算の際の
記号の間違い等誤植と思われる間違いも気に
なった。
　しかしながら，全体としては多岐にわたる
分析手法を教科書的に説明し，使用するとい
うことに留まらず，各章でそれらを一工夫し
発展させた分析手法も含めて紹介していると
いう点は，“ハンドブック”として類書にはな
い本書の大きな特徴である。この本を手に地
域の分析に挑まれる方々が今後増えることを
期待したい。
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編集委員会からのお知らせ 
機関誌『統計学』の編集・発行について

編集委員会
　 　
　本年 9月より，新しい規定にもとづいて，「研究論文」と「報告論文」が設定されました。皆様から
の積極的な投稿をお待ちしております。

1． 投稿は，常時，受け付けています。なお，書評，資料および海外統計事情等については，下記の
［注記 2］をご確認下さい。

2．次号以降の発行予定日は，
　　第112号：2017年 3月31日，第113号：2017年 9月30日です。
3． 投稿に際しては，新規定にもとづく「投稿規程」，「執筆要綱」，および「査読要領」などをご熟読願
います。最新版は，学会の公式ウェブサイトをご参照下さい。

4． 原稿は編集委員長（下記メールアドレス）宛にお送り下さい。
5． 原稿はPDF形式のファイルとして提出して下さい。また，紙媒体での提出も旧規程に準拠して受け
付けます。紙媒体の送付先は編集委員長宛にお願いします（住所は会員名簿をご参照下さい）。

6． 原則として，すべての投稿原稿が査読の対象となります。
7． 通常，査読から発刊までに要する期間は，査読が順調に進んだ場合でも，2ヶ月間程を要します。
投稿にあたっては十分に留意して下さい。

編集委員会，投稿応募についての問い合わせは，
下記メールアドレス宛に連絡下さい。

また，編集委員長へのメールアドレスも下記になります。

編集委員長　朝倉啓一郎（流通経済大学）
　副委員長　藤井輝明（大阪市立大学）
　編集委員　橋本貴彦（立命館大学）
　　　　　　前田修也（東北学院大学）
　　　　　　山田　満（東北・関東支部所属）

　 　
［注記 1］　 『統計学』の定期刊行に努めておりますので，できるかぎり早期のご投稿をお願いします。

112号（2017年 3月31日発行予定）への掲載を想定した場合，「研究論文」と「報告論文」の原
稿は，2017年 1月初旬を目途として，それまでにご投稿ください。

［注記 2］　 書評，資料および海外統計事情等について，執筆，推薦，および依頼等をお考えの会員が
おられましたら，企画や思いつきの段階で結構ですので，できるだけ早い段階で，編集委
員会にご一報下さい。

以上

editorial@jsest.jp

編集後記

　研究成果を投稿下さいました執筆者の皆様，査読に関わって下さいました皆様，そして，書評の依頼をお引き受け下さいま
した皆様に，心からお礼申し上げます。とくに，本号は，本年 9月からスタートした新規定にもとづく編集作業でもありまし
たので，関係する多くの皆様のご支援を頂くことで，発行することが出来ました。編集委員一同，重ねて感謝申し上げます。
　さて，次号112号からは，通常の論文に加えて，「『統計学』創刊60周年記念特集論文」の掲載が開始される予定です。楽し
みにお待ち下さい。
　編集委員会では，機関誌『統計学』を充実させていくために，皆様からの率直なご意見と，そして，研究成果の積極的なご
投稿をお待ちしております。今後ともよろしくお願い申し上げます。

（朝倉啓一郎　記）



創刊のことば
　社会科学の研究と社会的実践における統計の役割が大きくなるにしたがって，統計にかんす
る問題は一段と複雑になってきた。ところが統計学の現状は，その解決にかならずしも十分で
あるとはいえない。われわれは統計理論を社会科学の基礎のうえにおくことによって，この課
題にこたえることができると考える。このためには，われわれの研究に社会諸科学の成果をと
りいれ，さらに統計の実際と密接に結びつけることが必要であろう。
　このような考えから，われわれは，一昨年来経済統計研究会をつくり，共同研究を進めてき
た。そしてこれを一層発展させるために本誌を発刊する。
　本誌は，会員の研究成果とともに，研究に必要な内外統計関係の資料を収めるが同時に会員
の討論と研究の場である。われわれは，統計関係者および広く社会科学研究者の理解と協力を
えて，本誌をさらによりよいものとすることを望むものである。
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